
 

 

令和６年度 保育料（利用者負担額）表 
 

保育料は、4月～8月分（前期）は令和 5年度、9月～3月分（後期）は令和 6年度の市民税額をもとに決定します。 

後期の保育料については、8 月下旬頃に別途お知らせいたします。 

 

1号認定（教育標準時間認定）子どもの保育料表   認定こども園（教育部分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号・３号認定（保育認定）子どもの保育料表   保育所、認定こども園（保育所部分） 

階層 階層区分 

保育料（月額） 

３歳以上（２号認定） 

※令和 3年 4月 1日以前に 

お生まれの子ども 

３歳未満 

（３号認定及び２号認定の一部） 

※令和 3年 4月 2日以降に 

お生まれの子ども 

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間 

Ａ 生活保護世帯 

０円 

（無償） 

０円 ０円 

Ｂ 市民税非課税世帯 ０円 ０円 

Ｃ 
市民税所得割課税額 

48,600円未満 

１８，０００円 

（８，５００円） 

１７，８００円 

（８，４００円） 

Ｄ０ 
市民税所得割課税額 

57,700円未満 

２２，０００円 

（９，０００円） 

２１，８００円 

（９，０００円） 

Ｄ１ 
市民税所得割課税額 

77,101円未満 

２２，０００円 

（９，０００円） 

２１，８００円 

（９，０００円） 

Ｄ２ 
市民税所得割課税額 

97,000円未満 
２５，０００円 ２４，６００円 

Ｄ３ 
市民税所得割課税額 

169,000円未満 
３５，０００円 ３４，６００円 

Ｄ４ 
市民税所得割課税額 

301,000円未満 
４０，０００円 ３９，４００円 

Ｄ５ 
市民税所得割課税額 

397,000円未満 
４０，０００円 ３９，４００円 

Ｄ６ 
市民税所得割課税額 

397,000円以上 
５０，０００円 ４９，２００円 

 

注１）生計を一にしているきょうだいがいる場合、第２子以降の保育料は無料となります。 

注２）ひとり親世帯、在宅の障害児（者）がいる世帯等で、C～D1階層に該当する場合は、（  ）内の金額となります。 

注３）お子さんが年度途中に３歳（２号認定）となった場合でも、年度末までは３歳未満（３号認定）の保育料となります。 

注４）無償化の期間は、満３歳になった後の 4月 1日から小学校就学前の３年間です。 

   【※３歳児（年少）クラスから５歳児（年長）クラスまで】 

 

階層 階層区分 保育料（月額） 

１ 生活保護世帯 

０円 

（無償） 

２ 
市民税非課税世帯 

（市民税所得割非課税世帯含む） 

３ 
市民税所得割課税額 

77,101円未満 

４ 
市民税所得割課税額 

169,000円未満 

５ 
市民税所得割課税額 

211,200円以下 

６ 
市民税所得割課税額 

211,201円以上 

●預かり保育 月額 11,300円まで無償 

  
※「預かり保育」の無償化の対象となるには、 

  「認定申請書」の提出が必要です。 

 

・共働き世帯の子どもなど保育の必要な 3歳児から 

5歳児（小学校就学前）までの子どもが対象。 

 

・利用日数に応じて月額の上限額は変動。 

  （450円×利用日数） 

 

※満 3歳になった日から満 3歳後最初の 3月 31日 

までの子どもは、市町村民税非課税世帯のみが 

無償化の対象。（月額 16,300円が上限） 

 



 

 

 

 

保育料算定には、市民税額を用います。児童と同一世帯に属して生計を一にしている 

父母（単身赴任等で別居中の父母も含む）の市民税額の合計を算定の基礎とします。 

なお、父母がともに市が定める基準以下の収入の場合は、同居している家族で家計の 

主宰者（祖父または祖母）の市民税額も算定対象とします。 

 

※ 保育料の算定の際は、寄附金税額控除、外国税額控除、配当控除、住宅借入金等特別 

控除、電子証明書等特別控除等の税額控除前の金額で算定を行います。 

 

 

 

令和元年１０月から始まった幼児教育・保育の無償化に合わせて、これまでの「所得 

制限（市民税所得割課税額 169,000 円未満の世帯）」及び「年齢制限（小学生以下の児童）

を撤廃し、第２子以降の児童に係る保育料の完全無料化を実施しています。 

 

※ 市で対象となる児童を判定しますので、申請は原則不要ですが、市外に住所を有し 

養育している兄姉がいる場合は、申請が必要となります。 

※ 保育所等に入所する児童の兄姉であっても、既に就労等により保護者が養育してい 

ない場合は、兄姉として数えません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育料算定上の市民税額について 

【問い合わせ先】  

島原市役所 福祉保健部 こども課  島原市上の町 537番地  電話 0957-62-8003 

 

～保育所に通わせている保護者の皆様へ～ 

保育料の納入は口座振替をご利用ください 

◎口座振替のできる金融機関     ◎口座振替のお申込み方法 

（令和６年４月１日時点）       こども課の窓口 または 金融機関に「口座振替納付依頼書」 

・十八親和銀行           が備え付けてありますので、必要事項を記入し、銀行届出印を 

・長崎銀行             押印のうえ、口座振替を行う金融機関へ提出してください。 

・島原雲仙農業協同組合       （市役所では受付できません） 

・九州信用漁業協同組合連合会     なお、十八親和銀行については、ＷＥＢ上の『こうふりネット』で 

・たちばな信用金庫         口座振替手続を行うことも可能です。下のＱＲコードからアクセスし、 

・九州労働金庫           画面に従ってお手続きください。 

・ゆうちょ銀行            なお、口座振替・自動払込は、申込みを 

おこなった日の翌月以降の保育料から開始 

します。 

 

 

すこやか子育て支援事業の拡充について【令和元年１０月～】 

口座振替は、原則として一度お申込みいただければ、指定した金融機関の口座から口座振替日に

引き落とされる便利なサービスです。保育料の納入には、便利な口座振替を是非ご利用ください。 

※認定こども園に入所しているお子様の保育料は、園が保育料を直接徴収します。 

保育料 口座振替日 保育料 口座振替日 

４月 令和 ６年 ４月３０日（火） ７月 令和 ６年 ７月３１日（水） 

５月 令和 ６年 ５月３１日（金） ８月 令和 ６年 ９月 ２日（月） 

６月 令和 ６年 ７月 １日（月）   

 

※口座振替日は毎月の月

末です。（12月のみ 25日） 

ただし、その日が金融機

関の休業日の場合は、翌営

業日となります。 


